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本日の報告内容

プロジェクト研究「企業の経営戦略と人事処
遇制度等の総合的分析」の概略

成果主義と長期雇用の現状

雇用システムの4類型
雇用システムの力学

労使の認識ギャップ

雇用システムのメリットとデメリット
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プロジェクトの全体像

図１　プロジェクトの全体像

　
①

　ガバナンス

　
②

　経営戦略

　

③企業の行う
人材マネジメント
施策

④組織目標達成
（企業業績の向上）

⑤勤労者生活の幸
福（働くことの満足度）

⑥企業の外の
利害関係者
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広がる成果主義の導入

第1図　個人業績を賃金に反映させる企業の割合（％）

出所：厚生労働省　平成16年度「就労条件総合調査」より、図は報告者が作成
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成果主義の導入状況
成
果
主
義
を
導
入

し
て
い
る

導
入
し
て
い
な
い

不
明

ｎ

300人未満 48.1 51.3 0.6 462
300～500人未満 58.9 41.1 0.0 367
500～1000人未満 63.5 36.1 0.4 241
1000～3000人未満 69.4 29.8 0.8 121
3000人以上 90.7 9.3 0.0 43
建設業 66.3 33.7 0.0 92

一般機械器具製造業 54.3 45.7 0.0 46
電気機械器具製造業 65.2 34.8 0.0 89
輸送用機械器具製造業 48.3 51.7 0.0 58
精密機械器具製造業 73.9 26.1 0.0 23
上記以外の製造業 55.3 44.7 0.0 217
電気・ガス・熱供給・水道業 75.0 25.0 0.0 4
情報通信業 69.4 30.6 0.0 72
運輸業 48.1 51.9 0.0 129
卸売・小売業 64.1 35.4 0.5 206
金融・保険業 50.0 46.3 3.7 82
不動産業 81.8 18.2 0.0 11
飲食店・宿泊業 64.7 35.3 0.0 17
サービス業 51.1 48.4 0.5 219
その他 63.6 36.4 0.0 11

合計 57.6 42.0 0.4 1280

出所：JILPT企業調査（2004）

正
社
員
数

産
業
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企業業績を高める成果主義
①表　従業員一人当たり売上高の変化比（2004/1999）※

平均値（倍率） 標準偏差 有効件数

成果主義を導入していない企業 1.19 1.72 485

成果主義導入企業全体 1.54 5.62 661

　うち2000年以降に成果主義を導入した企業 1.75 6.90 436
※計算式　2004年の従業員一人あたり売上高÷1999年の従業員一人当たり売上高×100

成果主義導入企業の方が、1999年以降5年間の従業
員一人当たりの売上高の向上の度合いが大きい。

②表　従業員一人当たり売上高の増加率　1999年＝100とした場合　　　（単位％）

10%未満の増
加※2

10%以上30%未
満の増加

30%以上50%未
満の増加

50%以上の増
加

不明 有効件数

成果主義を導入していない企業 58.9 15.3 5.5 9.6 10.7 538
成果主義導入企業全体 56.2 16.6 4.3 12.6 10.3 737
　うち2000年以降に成果主義を導入した企業 55.6 14.6 5.1 14.2 10.5 487
※行パーセント　　※2　減少した企業も含む
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正社員に対する長期雇用の現状

正社員に対する長期雇用の方針

対象者を限
定した上で
維持, 21.3

長期雇用は
経営におけ
る優先課題
ではない,
8.7 不明, 0.6

今後もでき
るだけ多くの
従業員を対
象に維持,
69.4

今
後
も
で
き
る
だ
け
多
く

の
従
業
員
を
対
象
に
維
持

対
象
者
を
限
定
し
た
上
で

維
持

長
期
雇
用
は
経
営
に
お
け

る
優
先
課
題
で
は
な
い

不
明
ｎ

300人未満 66.7 24.5 8.4 0.4 462
300～500人未満 71.4 18.8 9.3 0.5 367
500～1000人未満 69.7 19.9 9.1 1.2 241
1000～3000人未満 72.7 21.5 5.8 0.0 121
3000人以上 74.4 16.3 9.3 0.0 43
建設業 75.0 19.6 3.3 2.2 92

一般機械器具製造業 76.1 15.2 6.5 2.2 46
電気機械器具製造業 61.8 22.5 15.7 0.0 89
輸送用機械器具製造業 77.6 19.0 3.4 0.0 58
精密機械器具製造業 82.6 8.7 4.3 4.3 23
上記以外の製造業 71.0 21.7 6.9 0.5 217
電気・ガス・熱供給・水道業 75.0 25.0 0.0 0.0 4
情報通信業 76.4 11.1 11.1 1.4 72
運輸業 63.6 23.3 13.2 0.0 129
卸売・小売業 68.0 21.4 10.2 0.5 206
金融・保険業 75.6 17.1 7.3 0.0 82
不動産業 100.0 0.0 0.0 0.0 11
飲食店・宿泊業 64.7 17.6 11.8 5.9 17
サービス業 62.1 29.7 8.2 0.0 219
その他 72.7 18.2 9.1 0.0 11
合計 69.4 21.3 8.7 0.6 1280

正
社
員
数

産
業

今後も長期雇用を維持とする企業が7割。規模が小さくなるほど対象者を限定。

図表の出所：ともにJILPT企業調査（2004）
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図　日本企業の雇用システムの4類型
　長期雇用

新しい日本的雇用システムとなるか？ 従来の日本企業に典型的に見られた
タイプ

成果主義 　　  非成果主義

外資系企業に典型的にみられる 日本的雇用慣行が衰退したタイプ
あるいは中小零細企業に典型的に見られる

　 非長期雇用 N=1280

　　　　    New J型
　     長期雇用＋成果主義
　　　　     　39％

J型
長期雇用＋非成果主義

30％

　　　　      　A型
　    非長期雇用＋成果主義
　　　　　      18％

　　　　　　その他型
　   非長期雇用＋非成果主義
　　　　　　   12％

日本の雇用システムはどのように変化す
るか？

日本企業を長期雇用の維持と成果主義の導入の二つの軸で4類型に分類。
New J型が4割と多数派。J型が3割で二番目。
アメリカ等の外資系企業にみられるA型は2割弱。

ど
の
タ
イ
プ
に
移
行
す
る
の
か
？

・
長
期
雇
用
＝
で
き
る
だ
け
多
く
の
従
業
員
を
対
象
に
維
持
。

・
非
長
期
雇
用
＝
対
象
を
限
定
し
て
維
持
＋
長
期
雇
用
は
経
営
の
優
先
課
題
で

は
な
い
。
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図　企業を取り巻く環境の変化と人的資源管理の変化

長期雇用が保障される場合

人的資源管理に影響を与える
要因

環
境
の
変

化

経営戦略の
策定 コスト削減

長期雇用
人材育成による競争

力構築

非正規労働
力の活用
非正社員や外部労働力

の活用

成果主義
人件費削減、企業業績

の重視

ガバナンス構造の変化

ガバナンス改革への志向

株主価値の重視

競争力の構築

国際化の中で
の人材獲得競
争の激化

他社とのコスト競
争の激化

従業員による監視

雇用システムの力学－経営戦略とガバナンス－
企業は環境の変化に対して、組織の利益が最大化するような経営戦略
を策定する。戦略にあわせて、高度な人材の確保やコスト削減を通じた
競争力を構築するために人的資源管理の方針が決まる。

メインバンクの影響力の衰退と株主価値の重視といったガバナンスの
変化によって、成果主義による競争力強化や非正規労働力の活用を通
じたコスト削減が行われる。
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1999年以前に成果主義を導入したNew J先進型と
2000年以降に成果主義を導入したNew J移行型

日本企業の雇用システムの分化

Ｎew J 移行型
26.1%

Ｎew Ｊ 先進型
12.0%

New J型
長期雇用+成果主
義
38.1%

その他型
非長期雇用+
非成果主義
12.3%

Ａ型
非長期雇用+成果
主義
18.3%

J型
長期雇用+非成果
主義
30.3%

N=1256

※1 New J 移行型とは2000年以降に成果主義を導入した企業（1999年まではJ型）
　　　New J 先進型とは1999年以前から成果主義を導入していた企業
※2 データの出所は「企業戦略と人材マネジメントに関する総合調査（2004）」。筆者に
よる特別集計

①
正
社
員
比
率
が
相
対
的
に
低
い
企
業
（＝
非

正
社
員
比
率
の
高
い
企
業
）
、
②
非
正
社
員
や
外

部
人
材
（派
遣
・請
負
）
を
活
用
し
て
き
た
企
業
、

③
差
別
化
戦
略
（新
技
術
・新
製
品
の
開
発
、
競

合
す
る
サ
ー
ビ
ス
や
製
品
と
の
差
別
化
）
を
重

視
し
て
き
た
企
業

JJ型と型とNewNew JJ移行型の違いとは？移行型の違いとは？
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雇用システムを労働者からみると
―労使の認識ギャップの存在―

成果主義に関する企業側の方針と労働者の意識

  

成果主義が導入されて
いると思う

成果主義は導入され
ていないと思う

無回答 計

成果主義企業 72.8 25.6 1.6 100.0

非成果主義企業 45.4 50.9 3.7 100.0

労働者側の認識

企業側の
方針

JILPT企業調査（2004）、JILPT従業員調査（2005）によるマッチング集計結果
長期雇用に関する企業側の方針と労働者の認識 n=２,８２３
  

できるだ
け多くの
従業員を
対象に維
持

対象者を
限定した
上で維持

長期雇用
は経営に
おける優
先課題で
はない

わからな
い

無回
答
計

合計 40.7 20.5 23.8 14.5 0.6 100.0

できるだけ多くの従業員を対
象に維持

44.0 19.2 21.0 15.3 0.5 100.0

対象者を限定した上で維持 31.9 24.8 29.3 13.4 0.6 100.0

長期雇用は経営における優
先課題ではない

29.7 23.1 36.2 10.0 0.9 100.0

無回答 66.7 22.2 11.1 0.0 0.0 100.0
企業側の方針を理解している労働者の割合
企業側の方針を誤解している労働者の割合

企業側の
方針

労働者側の認識
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労働者のキャリア意識・コミットメント・満足度

心理的契約という観点で見ると、企業と労働者の関係が従来よりも
短期的な関係に移行している（関係的契約から取引的契約への移
行）。
成果主義の導入によって労働者の様々なコミットメントが低下してい
る点と、反対に長期雇用と年功主義（J型）という伝統的な雇用システ
ムのタイプの企業で、「仕事を通した自分自身の成長」というコミット
メントが高まっている（コミットメントの観点からの日本的雇用慣行の
再評価）。
労働者の仕事全体の満足度を分析した結果、①成果主義の導入と
仕事全体の満足度には統計的に有意な関連がない点、②非長期雇
用と成果主義（A型）の企業の労働者は満足度が低い点、③人材育
成は成果主義の導入の有無や長期安定雇用方針が変化するような
状況下でも安定的に労働者の満足度を高めている。
政策的示唆―①最近の労働者識の変化の結果、労使関係が不安
定になったり、離転職が増加する可能性がある。行政の対応の必要
性。②満足度を高めるなど、労働者からの期待が大きい人材育成を
企業が行うためには、行政にどのような支援が可能か。

注1）心理的契約＝「個人と組織の間での交換関係に関わる合意の諸条件に関して、明示的・暗黙的な約束を通じて組織によって形成
された個人の信念である」（Rousseau,1995,2004 ）

注2）関係的契約とは、求められる業績が不明確で長期的なコミットメントを期待するもの。取引的契約とは、業績や期間が限定されて
おり、明確なコミットメントを期待するものである（ Rousseau＆Tijoriwara,1998）
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日本企業の雇用システムのメリットとデメリット

現状では、日本企業の雇用システムは、4つのパターンに分化している。
そして、それぞれのパターンには、固有のメリットがあると同時に問題点
がある。これらの問題点をどのように克服し、企業と労働者双方が繁栄
するような仕組みを作るかが企業の課題となる。

図　雇用システムの4類型のメリット（＋）とデメリット（－）。

成果主義 非成果主義
NEW　J型 J型
企業業績（＋＋） 企業業績（＋）

高業績職場（＋） 高業績職場（＋＋）

人材育成（＋） 人材育成（＋＋）

労働者の満足度（０） 労働者の満足度（＋）

A型 その他型
企業業績（＋＋） 企業業績（－）

高業績職場（＋） 高業績職場（－）

人材育成（UN） 人材育成（UN）

労働者の満足度（－） 労働者の満足度（０）
　＋はプラスの影響、－はマイナスの影響、０は影響なし、UNは不明を表す

非
長
期
雇
用

長
期
雇
用

おおむねメリット
が多いが、企業
業績がNEW J型
やA型に劣るの
が課題

労働者の満足度が低い点
が問題。人材育成につい
ては、転職を通じたキャリ
ア形成ができる反面、企
業内でのキャリア形成が
難しいという問題も。

メリットが多
いが、労働
者の満足度
が高いとは
言えない

問題点
だらけ
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プロジェクト研究「企業の経営戦略
と人事処遇制度等の総合的分析」

における主な研究成果

①労働政策研究報告書No.7『企業の経営戦略と人事処遇制度等に
関する研究の論点整理』,2004年
②労働政策研究報告書No.33『変貌する人材マネジメントとガバナン
ス・経営戦略』,2005年
③労働政策研究報告書No.49『変革期の勤労者意識－「新時代の
キャリアデザインと人材マネジメントの 評価に関する調査」結果報
告書－』,2006年
④労働政策研究報告書No.61『現代日本企業の人材マネジメント
プロジェクト研究「企業の経営戦略と人事処遇制度等の総合的分
析」中間とりまとめ』,2006年
⑤『日本の企業と雇用 －長期雇用と成果主義のゆくえ－』プロジェ
クト研究シリーズNo.5,2007年
⑥資料シリーズ No.28『経営戦略・ガバナンスとHRMに関する企業
事例調査』,2007年


